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Synopsis 
This paper presents results of a questionnaire survey that we have conducted in 2017 
targeting 78 experts of volcanology to investigate their activities in volcanic disaster 
councils organized by local governments surrounding 49 active volcanoes. The survey was 
conducted as a task of Commission on Mitigation of Volcanic Disasters of The 
Volcanological Society of Japan. We sent the questionnaire to the experts via e-mail and 76 
experts replied (response rate: 97%). The specialties of many of the questionees are 
geophysics, geology, and sabo (erosion control) engineering, and 50% of the experts are 
sixty years old or older. More than a third of the experts are involved in more than three 
councils. The survey indicates that many of the experts are willing to devote themselves to 
the activities of volcanic disaster councils, while they actually require an established 






































































1 回目の依頼は御嶽山の噴火災害 3 周年にあたる
2017 年 9 月 27 日に配信した．その結果，締切日とし
た 10月 6日までに 17人（全体の 22％）から回答を得
た．10 月 13 日まで締め切りを延長する旨， 同月 10
日にメイル連絡したところ 13 日までに回答者は 42 人
（同 54％）に増加した．その後，10 月 16 日に未回答
者宛てに締め切りを 10 月 20 日まで再度，延長すると
ともに，それまでに回答がない場合は，個別面談によ
る聞き取り調査をする予定である旨，連絡した結果，
10月 20日までに 54人(同 69％)からの回答を得た．10
月 23 日には具体的な聞き取り可能日程を問い合わせ
るとともに 4回目の依頼を行い，さらに 11月 1日には













































 その結果，実名回答が 64人(84%)，匿名が 12人(16%)
だった．参画する協議会の数は回答者の半数近い 35人
（46%）が１協議会のみとなっている半面，2協議会が
15 人（20%），3 協議会が 8 人（11%），4 協議会が 4 人




も 26 人（34%）と 3 分の 1 を超えており，少ない専門
家に負担が集中していると言える． 











 年齢構成は 40代が 11人(15%)，50代が 26人(37%)，
60代が 22人(31%)，70代以上が 11人(15%)だった（Fig. 
3）．70 代以上には 80 代も 2 人，含まれている．すな






























 大学所属の回答者が全体の 72%（54.5 人）と最も多
く，次いで都道府県立の研究機関（4.5人），国立研究

































 協議会への参画の経緯を尋ねた質問では 66.5 人
（87.5%）が協議会事務局からの要請と回答した．「気
象庁からの推薦」と「所属長や上司からの指示」いう
























した者が 23人（30%）,2回が 21人（28%）, 3回が 11




に示す出席回数も 1回が 13人（17%）,2回が 13人（17%）, 
3 回が 7 人（9%）, 4 回が 9 人（12%）, 5 回から 9 回




1回が 30人(39%)，1回から 2回が 13人(17%)，2回か
ら 5回が 18人(24%)，6回以上が 4人(5%)となった（Fig. 
10）．すなわち，1 回より多いと答えた回答者が 35 人






























Fig. 11 協議会における活動内容 
Fig. 8 協議会の年間開催回数 Fig. 9 事前打ち合わせを含む 
協議会への年間参加回数 
















































  ①教育的な指導に関するもの（10件） 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 C 群:協議会の教育担当・相談役となる（16件） 



























































































































































































































































































 F 群: 「但し書き付き「なし」」に分類した回答（14件） 
1. これまでのところなし  
2. 現在までのところ特にない． 
3. 専門家としては基本的にはありません． 



































































































































































































































































8. 内閣府で 3 月に開かれた会議において，発言した通りです． 
 


















































































































































































D 群:「人材活用・育成・体制整備に言及したもの」に分類した回答（12 件） 
1. ５．（５）「火山監視観測・調査研究体制の充実について」で示されている人材育成は将来にかかわる重要な
事項であると考えており，大学・研究機関が果たすべき大きな役割であると思います． 









































































































































































































































































































































































































































F 群: 「総合的な課題・その他」に分類した回答（4 件） 
1. 社会的に大きな影響が生じる噴火の頻度が，わが国においては 10 年に 1 回程度であるため，大きな噴火発
生直後は，社会の関心が一時的に高まり，予算も投じられ，場当たり的な対策（法整備，インフラ整備，
防災体制の強化，観測装置の整備，観測網の強化等）が集中的に行われるが，数年もたつとしだいに低調
になり，長期的には，総合的な火山防災力が高まってはいないのではないかと思う． 
2. 火山災害の警戒避難が，地域住民の安全と地域経済のバランスの上で最適な戦略をとるゲームということ
が理解されていない． 
3. もはや，手遅れ．このアンケートで，火山防災協議会における火山専門家機能の基本指針策定とあるが，
これを火山学会で取りまとめる意味が解らない．これを法定である火山防災協議会の規約に反映できるの
か？ 
4. 火山防災を進めることには多くの問題点がある． 
